平成３０年８月１５日
過半数労働者代表　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· □　□　□　様
株式会社○○○○　　　
　総務部総務課長　○○ ○○
派遣可能期間の延長についての意見聴取に係る結果（異議があった場合の記載例）
　当事業所において現在派遣労働者を受け入れているところですが、派遣可能期間を延長して労働者派遣の役務の提供を受けることについて、労働者派遣法第40条の2第4項により、下記のとおり意見聴取を実施しました。
　
記
１．　意見を聴取した過半数労働組合の名称又は過半数代表者の氏名

　　　過半数代表者：　□　□　□　□　

　　　（選出方法：派遣可能期間の延長に係る意見を聴取される者を選出する目的であることを明
らかにして実施した投票による）

２．　過半数労働組合等に通知した事項及び通知した日
（１）通知した日：平成３０年８月１日
（２）通知した事項：
①　労働者派遣の役務の提供を受けようとする事業所その他派遣就業の場所
株式会社○○○○　大阪支店
○○市○○区○○　○－○－○
②　延長しようとする派遣期間

　　　　　　　　　平成３０年１０月１日～平成３３年９月３０日
　　　　　　③　参考資料　派遣労働者数と正社員数の推移（別紙）
３．　過半数労働組合等から意見を聴いた日及び当該意見の内容
（１）意見を聴いた日：平成３０年８月１０日
（２）意見の内容：派遣可能期間の延長について異議あり
（３）異議の内容：このまま更に派遣期間を３年間延長することは、正社員の仕事を派遣労者

者に移管される恐れがあるため
４．　異議に対して過半数代表者に説明した日
平成３０年８月１２日
５．　異議に対して過半数代表者に説明した内容

　　（１）延長しようとする派遣期間

平成３０年１０月１日～平成３３年９月３０日
　　（２）派遣受入期間を延長する理由

　　　　　　自社雇用での運営を目指し採用活動を進めているが、昨今の人手不足の影響により当社

においても厳しい状況が続いている。安定的な会社運営及び自社雇用者の過重労働軽減

のためには、現状のところ派遣労働者の受け入れによる労働力確保対策が必要との判断

により、派遣期間を延長して派遣労働者の受け入れを行いたいと考えている。

　　（３）異議への対応に関する方針

　　　　　　今回は、３年間の派遣期間の延長を行うが、次回の期間延長について再度異議が生じた

場合は、延長期間の短縮等を検討する。

※　当該書面は３年間常時各作業場の見やすい場所へ掲示するか備え付けることとする

※　当該書面は前回の期間制限の抵触日から３年間保存する（保存期間：H30.10.1～h33.9.30）

抵触日の１ヶ月前までに意見聴取が完了しなければ期間延長は無効となるので注意








